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増加要因 ① F0破砕帯対策工の追加による増 （補足１／６） ＜p.14-17＞

【減勢池部の特殊性】

1

Ⅰ 超大断面空洞（仕上がり内空の高さ26m、幅23m、断面積約500 ㎡）である。
Ⅱ グラウンドアーチが形成されにくい小土被り（掘削高さD=26m に対して土被り厚40m≒1.5D より）である。
Ⅲ 対象地山は付加体の丹波帯（砂岩と泥岩）であり、トンネル掘削により大きく緩みやすい。
Ⅳ F0破砕帯は脆弱な粘土、砂礫、コアが互層状に存在する複雑な地層構造である。
Ⅴ 供用中水圧が覆工に作用する。

・F0破砕帯の幅、分布を把握する目的で、通常よりも密な20m間隔程度の
格子状のボーリング調査を実施

・ケーブルボルトによる対策工を設計

・ボーリング調査（６本）、平板載荷試験（４箇所）、室内土質試験を
実施し、破砕帯部の分布状況、地盤物性値や地盤の地耐力等を把握。

・それらのデータを基に解析を実施し、対策工法を検討。
①先進導坑内での施工が可能な工法
②効果が期待できる工法
③本坑掘削時の不測の事態に備えて追加対策が可能な工法

当初の調査

先進導坑の掘削

追加調査・検討

補強対策工の変更・計測計画

「先進導坑での地質情報を設計に反映する旨の助言」（施工技術監理委員会）

・H27.9 事前調査結果よりも破砕帯の範囲が広く出現（奥行9m→14m）

・側壁補強対策として、ＲＣ円柱支保工の施工を決定。
・当初計画の計測工に加え、地中内変位、円柱支保工等の応力測定を

追加。

【検討経緯】



増加要因 ① F0破砕帯対策工の追加による増 (補足２／６) ＜p.14-17＞

■Ｆ０破砕帯対策工の選定

工法名 当初「長尺ケーブルボルト工」 案１「地山注入工」 案２「連続地中壁工」 案３「ＲＣ円柱支保工」

概要図

施工概要

・地山に削孔した孔内にケーブルボルトを挿入後、ボ
ルトと孔壁の空隙をグラウト材で充填し、トンネル掘
削による内空変位をボルトが拘束する効果により地山
を補強する工法である。

・地山に注入管を打設し、注入材（セメント系、ウレ
タン系）を圧入して地山の空隙充填や固結・強度増加
を図ることにより、補強ゾーンを形成する工法である。

・安定液を用いて掘削壁面の崩壊を防ぎながら地下に
壁状の溝壁を掘削し、この中に鉄筋かごを挿入してコ
ンクリートを打設して、連続した壁体を地中に構築す
る工法である。

・円形立坑を本坑側壁部の脇に施工後、その中に鉄筋
を組立て、コンクリートを打設して、円柱状の先行支
保工を構築する工法である。

特徴 ・補強範囲を任意に設定できる。
・必要な拘束度に対応できる。

・補強範囲を任意に設定できる。 ・壁体の剛性が高い。 ・円柱の剛性が高い。

施工性

・既設の側壁導坑内から上向きにケーブルボルトを施
工できる。
・狭隘な側壁導坑内での削孔となるため削孔機の改造
が必要である。
・上向きケーブル挿入用に専用機械の製作が必要であ
る。
・側壁部のケーブルボルトは2段目以降の各ベンチ掘
削時に施工する必要がある。

・Ｆ０破砕帯では一箇所からの広範囲の改良が困難で
ある。
・狭隘な側壁導坑内での削孔となるため削孔機の改造
が必要である。

・低空頭掘削機（空頭5.3m）と鉄筋かご建込みの作業
スペースを確保するために、既設の側壁導坑を大きく
拡幅する必要がある。
・鉄筋かごを高さ3m程度に多数分割して建込む必要が
ある。
・Ｆ０破砕帯内の角礫部は透水性が高いため安定液が
地中に浸透し、溝内泥水位の低下による溝壁の崩壊、
安定液の損失による経済的ロス、安定液成分による地
下水の汚濁、といったトラブルが発生する。

・直径3mの円形立坑の施工スペースを確保するために、
既設の側壁導坑を拡幅する必要がある。
・立坑掘削時の坑壁自立性を確保するために、導坑底
版の地下水位を本坑底盤下方まで低下させるディープ
ウェルを事前に施工する必要がある。

効果

・見直しより拡大したＦ０破砕帯ではベンチ掘削
時の側壁水平変位が過大となり、鋼製支保工が許
容値を大幅に超過するため支保設計が成立しない。
・打設長（通常10～25ｍ）、打設間隔（1ｍ以上）、
設計荷重（実績上1,200kNまで）の制約より増強で
きない。

×

・一般に用いられる注入材（セメント系、ウレタン
系）では粘土部、角礫部、岩片部、短柱状部が薄層
で混在したＦ０破砕帯では効果が期待できない。

×

・ベンチ掘削時に不足する側壁支保工の力学的機
能を補うことにより、側壁部の過大な水平変位を
抑制できる。

○

・ベンチ掘削時に不足する側壁支保工の力学的機能
を補うことにより、側壁部の過大な水平変位を抑制
できる。
・立坑掘削中に周辺地山を注入改良することで、円
柱隙間にグラウンドアーチを形成できる。

○

追加対策工

の実現性

・既にケーブルボルトが1ｍ間隔で密に施工済なの
で対策工を追加できない。 －

・ベンチ掘削時に側壁から長尺ケーブルボルトを地
山内へ追加できる。 －

・連続壁が障害となり、ベンチ掘削時に坑内から
の対策工を追加できない。 ×

・ベンチ掘削時に側壁から円柱隙間に長尺ケーブル
ボルトやＰＳアンカーを地山内へ追加できる。 ○

経済性
・比較的安価である。
・削岩機の改造費、ケーブル挿入専用機械費が必
要である。

－
・改良ゾーン、注入量にもよるが当初の長尺ケーブ
ルボルト工よりかなり高価である。
・削岩機の改造費が必要である。

－
・当初の長尺ケーブルボルト工より非常に高価で
ある。 －

・当初の長尺ケーブルボルト工よりかなり高価であ
る。 △

評価
× × △ ○（採用）

許容値を大幅に超過し支保設計が成立しない 注入材では対策工としての効果が期待できない ベンチ掘削時に坑内からの対策工を追加できない。 他案に比べ、最も課題が少ない
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FO破砕帯の側壁補強対策工として、当該部の地質性状や施工性といった観点から、「ＲＣ円柱支保工」を選定し、
施工技術監理委員会にて確認した。

F0破砕帯

F0破砕帯 F0破砕帯 F0破砕帯



○構造の考え方 ： 本坑ベンチ掘削時の側壁部の水平変位を抑制する支保工の役割を持つ。
杭形状であるが、鉛直荷重を支持するための杭ではない。（必要最小限の支持力は確保）

○長さの考え方 ： 本坑側壁部をカバーできるように、側壁導坑底面から本坑掘削底盤下３ｍまでの範囲に設置。
（ただし、R2のみ支持力が不足したため本坑掘削底盤下５ｍまで延長）

○間隔の考え方 ： 中心間隔を1.5Ｄ確保し、円柱支保工の施工性及び追加対策の施工可能な間隔を確保、円柱隙間
地山に高強度ウレタン注入工をグラウンドアーチ効果を確保。

○長期健全性 ： 脆弱なF0破砕帯掘削時に本坑に作用する土圧に抵抗する構造物であると同時に、本体構造物と同
様の機能を有するようにひび割れ発生時の鉄筋防錆対策を行い、円柱の構造耐力を確保する。

増加要因 ① F0破砕帯対策工の追加による増 (補足３／６) ＜p.14-17＞ 3

■ＲＣ円柱支保工の設計

検討断面①No.25+0.0(横断図) 検討断面②No.25+2.5(横断図)

検討断面③No.25+5.0(横断図)

検討断面⑤No.25+15.0(横断図) 検討断面⑥No.26+0.0(横断図)

検討断面④No.25+11.0(横断図)

図 RC円柱支保工検討断面とF0破砕帯位置関係図
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右側

底盤ライン

右側のRC円柱支保工(円柱中心での縦断図)

:掘削計画範囲

:掘削済み範囲

:破砕帯と
堅岩境界(観察結果)

左側

底盤ライン

左側のRC円柱支保工(円柱中心での縦断図)

縦断図
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図 RC円柱隙間地山側の地山改良工

図 ＲＣ円柱支保工の先行ウレタン注入工

増加要因 ① F0破砕帯対策工の追加による増 (補足４／６) ＜p.14-17＞ 4

■先行ウレタン注入工

ＲＣ円柱隙間の地山に作用する土圧は、円柱に分担させて変位を抑制するため、施工段階において円柱隙間地山に高
強度ウレタン注入工を実施しており、これにより円柱間のグラウンドアーチ効果を確保する。



増加要因 ① F0破砕帯対策工の追加による増 (補足５／６) ＜p.14-17＞ 5

■対策工の効果 施工ステップ毎 解析結果 （ゆるみ安全率図）

先進導坑から得られた地質情報を踏まえ解析した結果、対策工をＲＣ円柱支保工にすることにより、ベンチ掘削
時における側壁部のゆるみ域が当初の長尺ケーブルボルトに対して概ね解消された。

１段目ベンチ掘削時 ３段目ベンチ掘削時 掘削完了時

ゆるみ域(赤丸囲み)が概ね解消

ベンチ掘削時におけるゆるみ域の解析結果比較（No.25+2.5付近）

１段目ベンチ掘削時 ３段目ベンチ掘削時 掘削完了時

当初

採用

対策工

長尺ケーブルボルト

対策工

ＲＣ円柱支保工

凡例
弾
性
領
域

非
弾
性
領
域

塑
性
領
域



先進導坑から得られた地質情報を踏まえ解析した結果、対策工をＲＣ円柱支保工にすることにより、長尺ケーブルボ
ルトに対し、掘削完了時では、天端沈下量が約４０％、側壁水平変位量が約９０％、導坑沈下量が約８５％低減され、
トンネル変形量が許容値(天端沈下量：77.6mm、側壁水平変位量：86.9mm)内に収まり、施工が可能となる。

１段目ベンチ掘削時 ３段目ベンチ掘削時 掘削完了時

１段目ベンチ掘削時 ３段目ベンチ掘削時 掘削完了時

増加要因 ① F0破砕帯対策工の追加による増 (補足６／６) ＜p.14-17＞ 6

■対策工の効果 施工ステップ毎 解析結果 （変形図）

※天端沈下量と側壁水平変位は全変位量を示す。

トンネル変形量が許容値内に収まる

ベンチ掘削時における変形量の解析結果比較（No.25+2.5付近）

当初

採用

対策工

長尺ケーブルボルト

対策工

ＲＣ円柱支保工

変位量スケール

1,000mm



増加要因 ③ 地盤条件変更に伴う施工条件の変更による増 （補足１／２） ＜p.23-24＞ 7

■岩盤強度の確認

点載荷試験装置

調査設計段階(標準的な試験)

施工(掘削速度の低下)

強度見直し(岩塊に対する現位置試験)

・施工技術監理委員会の提言を踏まえ、施工箇所の
岩塊に対して、現場で大量かつ迅速に試験実施が
可能となる「点載荷試験」を行い、既存ボーリン
グコアによる一軸圧縮強度試験との相関により、
強度を見直し。

・施工箇所周辺のボーリングコアより、土研式
の岩盤分類に従い、硬さ、割れ目の間隔、状
態などから総合的に判断し、岩級区分を想定。

・全周回転掘削機による施工日数
（計画）約1.7日/本 ⇒ （実績）約4.5日/本

先端のビット摩耗・欠損

※置換杭１本当たりの施工日数

回転

掘削状況



増加要因 ③ 地盤条件変更に伴う施工条件の変更による増 （補足２／２） ＜p.23-24＞ 8

■地盤物性値の見直し

○実施設計（トンネル放流設備全体の平均値を採用）

○修正設計（先進導坑の観察結果を踏まえ、減勢池部の平均値を採用 ）

厳しくなる・先進導坑の観察結果を踏ま
え、施工の安全性を考慮し、
減勢池部での値を採用

・「先進導坑での地質情報を設計に反映する旨の助言」（施工技術監理委員会）
・変形係数はトンネル放流設備全体を平均して算定

調査設計段階物性値

先進導坑の掘削

物性値の見直し

支保パターンの変更

施工

【検討経緯】

※丹波帯を考慮し、砂岩、泥岩それぞれに低減係数をかけている。



見直し後の事業計画 (補足１／２) ＜p.29＞ 9

■天ケ瀬ダム再開発事業の進捗・計画

施工済み
施工中
手続き中
詳細設計済み

Ｈ３０工期

工期の変更：平成３０年度まで → 平成３３年度まで

Ｈ３３工期 H27迄

鋼管矢板工

掘削・覆工

立坑掘削

先進導坑掘削

工場製作

下部工・上部工

詳細設計

トンネル式
放流設備

流入部

導流部

H28 H29 H30 H31 H32 H33

下半掘削・覆工・吐口部本体工

上屋建築

分類

鋼管矢板切断

設計
機械・電気
設備含む

補償工事 新白虹橋 上部工

グラウト

掘削支保工 本体構築工

F0対策工、上半掘削・アーチ覆工

ｹﾞｰﾄ設備据付 ゲート設備据付

ｸﾞﾗｳﾄ・覆工

本体構築工

掘削・覆工・グラウト（接続部）

本体構築工

ゲート及び上屋

ゲート室部

減勢池部・
吐口部

分類 種別
全体
数量

H21年度
まで

H29 H30

395m
H13～H15

577m
H10～H13

H28

トンネル式
放流設備

流入部 1式

導流部 1式

H22 H23 H24 H25 H26 H27

ゲート室部 1式

減勢池部・
吐口部

1式

ゲート及び
バルブ工

1式

補償工事

左岸工事用
道路

989m 594m

右岸工事用
道路

731m 154m

新白虹橋 1式
桟橋

下部工
上部工

本体設計
機械・電気
設備含む

↑Ｆ０破砕帯確認(H27.9)



見直し後の事業計画 (補足２／２) ＜p.30＞ 10

■全体事業費の内訳

建設に要する費用の変更：約430億円 → 約590億円(約160億円増)

億円

全体事業費 590億円

工事費 約392.2億円

用地及び補償費約
41.7億円測量及び試験費

約87.1億円

船舶及び機械器具費
約7.4億円

営繕費
約0.6億円

事務費等
約60.7億円

宿舎費
約0.3億円

全体事業費 430億円

工事費 約240.0億円

用地及び補償費約
40.4億円

測量及び試験費
約79.4億円

船舶及び機械器具費
約10.7億円

営繕費
約0.4億円

宿舎費
約0.6億円

事務費等
約58.5億円

億円


